
《一部新規》【知事重点】
予算額（福祉部分）１億２,０６５万８千円（うち新規事業７７１万円７千円）

これまで「施策の谷間」とされてきた発達障がい児者支援として、平成２５年度から知事重点事業である　　「発達障がい児者総合支援事業」を創設。平成２６年度においては、身近な地域で支援を受けることができるよう、一部新規事業を含め、３つのポイントを中心に施策を充実・強化します。
　　【ポイント Ⅰ】　乳幼児健診の実施体制の充実　
発達障がいに早期に気づき、療育などの支援を受けることで、その後の生活上の支障が少なくなることから、市町村における乳幼児健診の充実を図るため、健診現場におけるゲイズファインダー　　　（診断補助装置）の活用についてモデル事業（３市町村）などを実施します。
　　【ポイント　Ⅱ】　保護者への支援の充実　
発達障がい児の保護者への支援として、療育の必要性や発達障がいの正しい理解を伝える「ペアレント・トレーニング」（保護者に対する集団プログラム）を市町村や専門療育機関で引き続き実施するとともに、「ペアレント・トレーニング」を行うインストラクターの養成を行います。

また、発達障がい児者の保護者自身が他の保護者の相談相手となる「ペアレント・メンター」やメンターと相談希望者とのマッチングなどを行うコーディネーターを養成します。
【ポイント　Ⅲ】  発達障がい児者支援を行う地域支援機能の強化　
相談支援事業所や家庭教育支援チーム※等の地域の支援機関が発達障がいの特性を理解し、対応が困難なケースへの支援力を高めることができるよう助言・指導を行う発達障がい者支援コーディネーターを増員するとともに、支援機関情報を集約した支援マップを整備し、支援の充実・強化を図ります。
　　　※市町村が実施主体となり、子育てに不安や負担感を持ち、地域から孤立しがちな保護者・家庭に対する訪問支援を行うチーム
	【事業概要】

１．発達障がい早期気づき支援事業（一部新規）　　　　　　　　　　　　　（予算額　１，３８８万４千円）
乳幼児健診の実施体制の充実（市町村の健診現場における診断補助装置の活用のモデル実施等）
発達障がいの早期の気づきや診断に関わる人材の育成（幼稚園教諭、保育士の研修、医師養成）
２．発達障がい児療育支援事業（一部新規）　　　　　　　　　　　　　　　（予算額　３，７８６万６千円）
地域の発達障がい児を支援する事業所の育成支援。

保護者支援（ペアレント・トレーニングの実施など）の充実
３．発達障がい者支援事業（一部新規）　　　　　　　　　　　　　　　　　（予算額　２，１９８万７千円）
在宅の発達障がい者（未診断や疑いを含む）への訪問支援や診断前相談などの実施、支援プログラムの
開発。
４．発達障がい者支援センター事業（一部新規）　　　　　　　　　　　　　（予算額　４，５７７万７千円）
発達障がい者支援センターアクトおおさかの運営
発達障がい者支援コーディネーターの派遣、支援マップの整備
５．発達障がい児者支援体制整備検討部会　　　　　　　　　　　　　　　　（予算額　　　１１４万４千円）
検討部会、ワーキンググループの運営


参考資料３（その１）





発達障がい児者総合支援事業


～発達障がい児者のライフステージに応じて、


一貫した切れ目のない総合的な支援のため、先進的な取組みを充実・強化～












